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研究要旨

米国予防接種諮問委員会（US-ACIP）によるインフルエンザワクチン接種の勧告によると、月齢 6ヵ
月～ 8 歳の小児では、今シーズンのワクチン接種は一律 2 回である必要はなく、過去に合計 2 回以

上接種している場合は、今シーズンのワクチン接種は 1 回でよいとしている。いわゆる「プライミ

ング接種」の効果を勘案した方針であり、今シーズンのインフルエンザワクチン接種が 1 回の場合

であっても、過去の接種回数が合計 2 回以上の場合は「完全接種」と扱い、過去の接種回数が合計

0～ 1 回の場合は「部分接種」とする概念が存在する。一方、日本でこのような観点からインフルエ

ンザワクチンの有効性を評価した研究はない。そこで、当研究班が実施してきた「小児におけるイ

ンフルエンザワクチンの有効性モニタリング調査」で取得済みの既存情報を用いた分析を行った。

デザインは多施設共同症例対照研究（test-negative design）である。2015/16～2017/18シーズ

ンのインフルエンザ流行中に、大阪府内あるいは福岡県内の小児科診療所（1 シーズンあたり 9 施

設が参加）をインフルエンザ様疾患（ILI）で受診した 1 ～ 5 歳の小児を対象とした。登録時にこれ

までのインフルエンザワクチン接種に関する情報を診療録あるいは母子健康手帳から転記した。結

果指標は検査確定インフルエンザであり、登録時に採取した鼻汁吸引検体で real-time RT-PCR 法に

よる病原診断を行い、インフルエンザウイルス陽性の者を症例、インフルエンザウイルス陰性の者

を対照（test-negative control）とした。調査シーズンのインフルエンザワクチン接種回数が US-
ACIP 基準を満たすか否かで「完全接種」と「部分接種」に分類し、条件付き多重ロジスティック回
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A.	 研究目的

インフルエンザワクチン接種は、インフルエンザ

の発症および合併症を防ぐための最も重要な対策の

1 つである。インフルエンザウイルスの抗原連続変

異に対応するため、インフルエンザワクチンも毎年

の接種が推奨されている。現在、日本では、生後 6ヵ
月以上13歳未満の小児は、インフルエンザワクチ

ンの添付文書に沿って、2 ～ 4 週の間隔で 2 回接種

が必要である。一方、米国予防接種諮問委員会

（US-ACIP）による勧告では、月齢 6 ヵ月から 8 歳

の小児で、過去に合計 2 回以上の接種を行ってい

る場合は 1 回接種でよいとしている（図 1）1)。い

わゆる「プライミング接種」の効果を勘案した方針

であり、今シーズンのインフルエンザワクチン接種

が 1 回の場合であっても、過去の接種回数が合計 2
回以上の場合は「完全接種（fully vaccinated）」と

扱い、過去の接種回数が合計 0～ 1 回の場合は「部

分接種（partially vaccinated）」と扱う概念が存在

する。

US-ACIP の勧告文書の記載をたどると、月齢 6ヵ
月～ 8 歳の小児に対する接種回数の考え方について

初めてフロー図が示されたのは2007/08シーズン

向けの勧告であり、かなり複雑なものであった 2)。

その後、 簡略化あるいは微修正が行われつつ、

2015/16シーズン向けの勧告から現在の形式のフ

ロー図が示されている 3)。根拠としては免疫原性の

研究報告が示されており、免疫原性の結果から有効

性を推測する免疫ブリッジング（immunobridging）
の考え方によるところが大きかったと推察されるが、

その後、米国疾病対策予防センター（CDC）が追

随して検証した有効性研究の結果も報告されるよう

になった 4,5)。最近では、Chung らにより、米国の

2014/15～2017/18シーズンに 6 ヵ月～ 8 歳の小児

を対象とした症例対照研究（test-negative design）
の結果が公表された。完全接種の有効率は51%、部

分接種の有効率は41% であり、2 歳以下で過去に接

種歴がない小児を対象としたサブ解析では、完全接

種のワクチン有効率（53%）は有意であったが、部

分接種のワクチン有効率（23%）は有意ではなかっ

た 5)。インフルエンザワクチンの接種基準は国によ

り異なるものの、若年小児の予防接種スケジュール

が過密傾向であることを考えると、日本でも US-
ACIP の基準に沿ったワクチン接種で有意な発症予

防効果を認めるかを確認することは意義があると考

える。

本研究では、日本の小児におけるインフルエンザ

ワクチンの有効性について、Chung らの既報 4) を

参考に、US-ACIP 基準に沿って定義した「完全接

種」と「部分接種」の別に評価した。

B.	 研究方法

本研究班では、2013/14シーズンから「小児にお

けるインフルエンザワクチンの有効性モニタリング

調査」（以下、モニタリング調査）を実施してい

る 6-15)。2013/14～2022/23シーズンについて、各

シーズンの対象年齢と過去のインフルエンザワクチ

ン接種歴の取得状況を図 2 に示す。本研究では、6
歳未満小児を対象とし、生後から現在までのインフ

ルエンザワクチン接種歴の情報を取得している

2015/16～2017/18シーズンの 3 シーズンにおける

帰モデルにより、検査確定インフルエンザに対するワクチン有効率（1 －オッズ比 [OR]）×100％）

と95% 信頼区間（CI）を算出した。

解析対象は2901人（1220症例・1681対照、男児：1562人、女児：1339人、平均年齢2.8歳）と

なった。調査シーズンのワクチン有効率は、部分接種（過去に合計 0～1 回接種かつ調査シーズン 1
回接種）では39% (95%CI：-11, 66) であり有意ではなく、完全接種（過去に合計 0 ～ 1 回接種かつ

調査シーズン 2 回接種、過去に合計 2 回以上接種かつ調査シーズン 1 回接種、過去に合計 2 回以上

接種かつ調査シーズン 2 回接種）では52% (95%CI：34, 66)、52% (95%CI：21, 71)、52% (95%CI：
29, 67) といずれも有意であった。これらのうち、調査シーズン 1 回接種の有効率に着目すると、部

分接種（過去の合計接種回数が 0 ～ 1 回）の有効率は39% (95%CI：-11, 66) と有意ではなかったが、

完全接種（過去の合計接種回数が 2 回以上）の有効率は52% (95%CI：21, 71) と上昇し、かつ有意と

なった。

日本の 1～5 歳小児における医療機関受診検査確定インフルエンザに対するインフルエンザワクチ

ンの有効性、すなわち発症予防効果は、部分接種では有意でなく、完全接種で有意となった。日本

においても、「プライミング接種の効果を勘案した接種回数」を考慮しても良い可能性を示した。
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既存情報を結合して分析した（図 2）。
デザインは、多施設共同症例対照研究（test-

negative design）である。参加施設は、大阪府内

あるいは福岡県内の小児科診療所で、本研究への参

加に同意が得られた施設である。1 シーズンあたり

の参加施設数は 9 施設である。

研究期間は、大阪府内あるいは福岡県内における

2015/16シーズンから2017/18シーズンのインフ

ルエンザ流行期である。開始日は、各地域のインフ

ルエンザ定点あたり患者数が「1 人」を超えた時点

で、参加施設における検査確定インフルエンザ患者

数の状況を勘案して判断した。登録期間は計 9 週

間である。

対象者の適格基準は下記の通りである。 
①	� 研究期間に、インフルエンザ様疾患（ILI：

38. 0˚C 以上の発熱 plus［咳、咽頭痛、鼻汁 
and/or 呼吸困難感］）で参加施設を受診した

小児

②	 受診時の年齢が 6 歳未満

③	� 38. 0˚C 以上の発熱出現後、 6 時間～ 7 日以

内の受診

以下の基準に 1 つ以上合致する者は、本研究の

対象から除外した。

・	� 調査シーズン 9 月 1 日の時点で、月齢 6ヵ月

未満（2015/16シーズンの場合、生年月日：

2015年 3 月 1 日より後）

・	� インフルエンザワクチンの接種後、アナフィ

ラキシーを呈した既往を有する者

・	� 今回の ILI に対して、すでに抗インフルエン

ザ薬を投与されている者

・	 今回の ILI が入院中に出現した者

・	� 乳児院や児童養護施設などの施設に入所中の

者

・	 大阪府外あるいは福岡県外に居住する者

本研究の source population（研究対象、すなわち

症例と対照を生み出す集団）は、インフルエンザ流

行期に ILI 症状で参加施設を受診した 6 歳未満児で

ある。このうち、本研究の対象となる者は、後に症

例あるいは対照に分類するための病原診断結果を有

するものでなければならない。Source population
から研究対象者を選定する過程で、選択バイアスが

生じることを回避するため 16, 17)、系統的手順による

登録を行った。すなわち、毎週、各施設で任意の 3
日間を「登録日」として選定し、1 日のある時点

（例：午前診療の開始時）以降、発熱と呼吸器症状

で受診した 6 歳未満児の保護者すべてに問診票の

記入を依頼した。本研究の基準を満たす者について

は、全例、研究への協力を依頼し、対象者数が 1
日あたり 5 人に達するまで連続して登録した（図

3）。
登録時、保護者に自記式質問票への記入を依頼し、

ILI 症状の詳細、同胞数、通園の有無、既往歴、お

よびインフルエンザ診断の既往などについて情報を

収集した 。登録シーズンのインフルエンザワクチ

ン接種歴については、対象者が参加施設で接種を受

けた場合、診療録の情報を担当医が転記した。その

他の施設で接種を受けた場合、担当医が母子健康手

帳の記録を転記するか、母子健康手帳の持参がなかっ

た場合は、保護者に自宅での情報転記と返送を依頼

した。また、これまでのインフルエンザワクチンの

接種歴をすべて把握するため、母子健康手帳の記録

に基づいて保護者または医師が転記した。登録時に

母子健康手帳の持参がなかった場合は、自宅での情

報転記と返送を依頼した。

対象者からは、登録時に全例、トラップ付き吸引

カテーテル（JMS 気管カテーテル、8 フレンチ）

で鼻汁を吸引した。検体を大阪府立公衆衛生研究所

（現：大阪健康安全基盤研究所）に送付し、real-
time RT-PCR 法による病原診断を行い、インフル

エンザウイルス陽性の者を症例、インフルエンザウ

イルス陰性の者を対照（test-negative control）と

分類した。

統計解析では、3 シーズンのデータを統合した。

0 歳児は前シーズンの接種の影響を考慮できないた

め除外し、1 ～ 5 歳児を解析対象として抽出した。

条件付き多重ロジスティック回帰モデルを用いて、

Chung らの既報 5) を参考に、「インフルエンザワク

チンの過去の合計接種回数」別に、調査シーズンの

インフルエンザワクチン接種のオッズ比（OR）と

95％信頼区間（CI）を計算した。ワクチン有効率は、

（1 - OR）× 100 （%）として算出した。US-ACIP
基準に基づき 1)、調査シーズンの「部分接種」「完

全接種」を以下の通り定義した。

・	� 部分接種：過去に合計 0～ 1 回接種かつ調査

シーズン 1 回接種

・	� 完全接種：過去に合計 0～ 1 回接種かつ調査

シーズン 2 回接種；過去に合計 2 回以上接

種かつ調査シーズン 1 回接種；過去に合計 2
回以上接種かつ調査シーズン 2 回接種

モデルの層化変数は、調査シーズン、登録週、地域
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（大阪府 / 福岡県）、最高体温（38.0-38.9/ ≥39.0℃）、

年齢（1 歳階級）を指定した。調整変数は、性、発

症～受診の日数（0-2/ ≥ 3 日）、同胞有無、通園有無、

過去 1 年間の医療機関受診回数（0-4/5-9/ ≥10回）、

基礎疾患による通院、前シーズンの医師診断インフ

ルエンザ歴とした。ワクチンを接種してから抗体が

誘導されるまでの期間を勘案し、該当シーズンのイ

ンフルエンザワクチン接種後14日以内に ILI を発

症した者については「接種なし」と扱った。

（倫理面への配慮）

モニタリング調査への協力依頼の際は、対象児の

保護者に対して文書による説明を行い、文書による

同意を得た。また、不利益を被ることなく参加を拒

否できる機会を保証した。研究計画については、大

阪市立（現：公立）大学大学院医学研究科倫理委員

会の承認を得た（承認番号：2997, 3911, 4416）。

C.	 研究結果

研究期間中の 6 歳未満児の登録総数は2936人で

あった。そのうち 1～5 歳児は2901人（1220症例・

1681対照、男児：1562人、女児：1339人、平均

年齢2.8歳）であった。表 1 に、各シーズンの主流

行株と地域別の対象数を示す。

症例と対照の特性比較を表 2 に示す。対照と比

較して、症例では、年長児が多く、最高体温が高く、

発症から受診までの期間が短く、同胞ありの者と通

園ありの者が多かった。また、過去 1 年間の医療

機関受診回数が少なく、前シーズンの医師診断イン

フルエンザありの者が多かった。その他の特性につ

いては、症例と対照の間で有意差は認めなかった。

表 3 に、過去の合計接種回数別にみた調査シー

ズンのワクチン有効率を示す。過去の合計接種回数

を考慮しない場合、調査シーズン接種なしを基準と

した 1 回接種の有効率は45% (95%CI：25, 60)、2
回接種の有効率は53% (95%CI：42, 62) であり、い

ずれも有意な有効率であった。次に、過去に合計 0
～ 1 回接種した者（1736人）についてみると、調

査シーズン接種なしを基準とした 1 回接種（部分

接種）の有効率は39% (95%CI：-11, 66)、2 回接種

（完全接種）の有効率は52% (95%CI：34, 66) であ

り、2 回接種のみ有意な有効率を認めた。過去に合

計 2 回以上接種した者（1165人）についてみると、

調査シーズン接種なしを基準とした 1 回接種（完

全接種）の有効率は52% (95%CI：21, 71)、2 回接

種（完全接種）の有効率は52% (95%CI：29, 67) で

あり、いずれも有意な有効率であった。

また、表 3 で、調査シーズン 1 回接種の有効率

に着目すると、過去に合計 0～1 回接種（部分接種）

の有効率は39% (95%CI：-11, 66)と有意ではなかっ

たが、過去に合計 2 回以上接種（完全接種）の有

効率は52% (95%CI：21, 71) と上昇かつ有意となっ

た。これらの傾向は、1 ～ 2 歳と 3 ～ 5 歳で層別化

した分析でも同様に認められた（表 4）。

D.	 考察

2015/16～2017/18シーズンの日本の 1 ～ 5 歳小

児におけるインフルエンザワクチンの有効性を、過

去の合計接種回数を考慮し、US-ACIP 基準に沿っ

て定義した「完全接種」「部分接種」の別に評価した。

医療機関受診検査確定インフルエンザに対する有効

性、すなわち発症予防効果は、部分接種では有意で

はなく、完全接種で有意となった。若年小児の予防

接種スケジュールが過密傾向となる中、不活化イン

フルエンザワクチンの 2 回接種は、接種のための

受診日の工面にかかる保護者負担も障壁になると考

えられる。本研究結果から、様々な事情によりたと

え 1 回接種になってしまったとしても、これまで

に合計 2 回以上接種を受けていれば、発症予防効

果は十分期待できると考えられた。また、日本にお

いても、「プライミング接種の効果を勘案した接種

回数」を考慮しても良い可能性を示した。

先行研究として参考にした Chung らの既報 5) は、

米国の 6 ヵ月～ 8 歳小児を対象とした2014/15～
2017/18シーズンの検討である。2 歳以下で過去に

接種歴がない小児に限定したサブ解析では、部分接

種の有効率（23%）は有意ではなく、完全接種で有

意な有効率（53%）となり、本研究と同様の結果で

あった。一方、6 ヵ月～ 8 歳小児全体の解析では、

完全接種の有効率は51%、部分接種の有効率は41%
と、有効率の点推定値は部分接種で低かったものの、

いずれも統計学的に有意であった。本研究とは、調

査対象となったシーズンや国が違うことに加え、調

査対象年齢も 6～ 8 歳といった年長児が含まれてい

ることが、異なる結果となった理由かもしれない。

本研究の最大の長所は、source population から

研究対象者を選定する過程で登録時に生じる選択バ

イアスを極力排除するために工夫した点である。事

前に定義した基準を満たす者に対して、担当医師が

1 日のある時点（例：午前診療の開始時）から「連
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続して協力を依頼し」「連続して登録する」という

作業を、流行期間中に継続して行った。すなわち、

インフルエンザの「確定診断がつきやすい者」ある

いは「確定診断した者」に偏った対象者登録を回避

することにより、対象者が source population を代

表するよう配慮した。このような系統的な手順で登

録しない場合、あるいは、実地臨床で蓄積されたい

わゆる「既存情報（既存データ）」だけを用いる場

合は、医師の判断で「体温が高い者」や「ワクチン

非接種者」に対して検査を行う傾向が無意識に生じ

る可能性があり、正しい結果が得られないことがあ

る 16,17)。本研究ではさらに、登録シーズンのインフ

ルエンザワクチン接種歴を診療録や母子健康手帳の

記録に基づいて情報収集したこと、検査確定インフ

ルエンザを real-time RT-PCR で確認したことによ

り、曝露因子や結果指標の誤分類を最小限にしたこ

とも大きな強みである。また、分析対象となった

2015/16 ～ 2017/18 シーズンの主流行株は、

A(H1N1)pdm、A(H3N2)、混合(B/Yamが最多)

と、様々な亜型・系統の流行株が含まれていた。

一方、本研究では、自然感染によるプライミング

は考慮できていないことが限界点である。また。新

型コロナウイルス感染症が流行する前の期間に行っ

た調査であり、現在の状況に当てはめることができ

るかは不明である。

E.	 結論

2015/16～2017/18シーズンの日本の 1 ～ 5 歳小

児におけるインフルエンザワクチンの有効性を、過

去の合計接種回数を考慮し、US-ACIP 基準に沿っ

て定義した「完全接種」「部分接種」の別に評価した。

医療機関受診検査確定インフルエンザに対する有効

性、すなわち発症予防効果は、部分接種では有意で

はなく、完全接種で有意となった。日本においても、

「プライミング接種の効果を勘案した接種回数」を

考慮しても良い可能性を示した。
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H.	 知的財産権の出願・登録状況 ( 予定を含む )

1.	 特許取得

なし

2.	 実用新案登録

なし

3.	 その他
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* 2回のワクチン接種が必要な 8歳の小児が、1回目の接種と 2回目の接種の間に 9歳になる場合で
も、2回の接種を行うべきである。 
 
 
図 1. 月齢 6 ヵ月～8 歳*の小児に対するインフルエンザワクチンの接種回数を決める手順－米国予

防接種諮問委員会、2023/24シーズン（文献 1より和訳して引用） 
 
 
 
 
 

 
図 2. 研究班で 2013/14～2022/23 シーズンに実施してきた、「小児におけるインフルエンザワクチ
ンの有効性モニタリング調査」の対象年齢と過去のインフルエンザワクチン接種歴の取得状況 
 
2020/21～2021/22シーズンは、インフルエンザの流行を認めなかったため、調査を実施せず。対象
年齢は、2013/14～2017/18シーズンは 6歳未満小児、2018/19～2022/23シーズンは 3歳未満小児。
2015/16～2022/23シーズンは、母子健康手帳の記録に基づき、過去のインフルエンザワクチン接種
歴をすべて把握。本研究では、6歳未満小児を対象とし、過去のインフルエンザワクチン接種歴をす
べて把握している 2015/16～2017/18シーズン（計 3シーズン）の情報を分析。 

 

2023年 7月 1日より前に、 
3価または 4価インフルエンザワクチンを合計 2回以上接種しているか？ 
（同一シーズン中または連続シーズン中の接種である必要はない） 

はい いいえ／わからない 

2023/24シーズン用 
インフルエンザワクチンを 

2回接種（4週間以上の間隔をあける） 

2023/24シーズン用 
インフルエンザワクチンを 

1回接種 
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2020/21～2021/22シーズンは、インフルエンザの流行を認めなかったため、調査を実施せず。対象
年齢は、2013/14～2017/18シーズンは 6歳未満小児、2018/19～2022/23シーズンは 3歳未満小児。
2015/16～2022/23シーズンは、母子健康手帳の記録に基づき、過去のインフルエンザワクチン接種
歴をすべて把握。本研究では、6歳未満小児を対象とし、過去のインフルエンザワクチン接種歴をす
べて把握している 2015/16～2017/18シーズン（計 3シーズン）の情報を分析。 

 

2023年 7月 1日より前に、 
3価または 4価インフルエンザワクチンを合計 2回以上接種しているか？ 
（同一シーズン中または連続シーズン中の接種である必要はない） 

はい いいえ／わからない 

2023/24シーズン用 
インフルエンザワクチンを 

2回接種（4週間以上の間隔をあける） 

2023/24シーズン用 
インフルエンザワクチンを 

1回接種 

 
 
図 3. 調査の概念図と、選択バイアスを回避するための系統的な登録手順 
 
毎週、各施設で任意の 3日間を「登録日」として設定し、1日のある時点（例：午前診療の開始時）
以降、発熱と呼吸器症状で受診した 6 歳未満児の保護者総てに問診票の記入を依頼した。本研究の
基準を満たす者については、連続して研究への協力を依頼した。対象者数が 1 日あたりの目標人数
に達するまで連続して登録し、全例について病原診断を実施した。 
 

接種
症例

対照

非接種

接種

非接種

インフルエンザ
陽性

インフルエンザ
陰性

インフルエンザ流行期に

インフルエンザ様疾患で

参加施設を受診する

6歳未満児

受受診診ししたた6歳歳未未満満児児がが本本研研究究のの基基準準をを満満たたすす場場合合

• 「「連連続続ししてて」」協協力力依依頼頼
• 「「連連続続ししてて」」登登録録
• 「「登登録録者者全全員員にに」」病病原原診診断断（（real-time RT-PCR））

研究対象
Source population

病原診断の

検査結果「あり」

検検査査結結果果にに基基づづいいてて

症症例例・・対対照照のの別別をを決決定定

(post-hoc grouping)

登登録録時時にに情情報報収収集集・・採採取取

• 個個人人特特性性 （（含含：：ワワククチチンン接接種種状状況況））

• 呼呼吸吸器器検検体体
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表 1. 各シーズンの主流行株と解析対象数 

調査シーズン 主流行株 解析対象数 (大阪 / 福岡) 
2015/16 A(H1N1)pdm  905 (444 / 461) 
2016/17 A(H3N2)  994 (423 / 571) 
2017/18 混合 (B/Yamが最多) 1002 (459 / 543) 
計 ― 2901 (1326 / 1575) 

 
 
 
表 2. 特性比較 
  n(%) 

P値* 
  症例 (N=1220) 対照 (N=1681) 
男児  634 (52)  928 (55) 0.08  
年齢 (歳)    

1  194 (16)  538 (32) <0.01 
2  211 (17)  393 (23)  

3  237 (19)  297 (18)  

4  298 (24)  270 (16)  
5  280 (23)  183 (11)  
最高体温 (℃)    

38.0-38.9  501 (41) 767 (46) 0.01 
≥39.0  719 (59) 914 (54)  
発症～受診 (日)    

0-2 1154 (95) 1523 (91) <0.01 
≥3  66 (5) 158 (9)  
同胞 (あり)  975 (80) 1170 (70) <0.01 
通園 (あり) 1017 (83) 1250 (74) <0.01 
基礎疾患**による通院 (あり)   141 (12)  208 (12) 0.50 
過去 1年間の医療機関受診回数    

0-4  698 (57)  748 (45) <0.01 
5-9  323 (26)  512 (30)  

≥10  199 (16)  421 (25)  

前シーズンの医師診断インフルエンザ (あり)  226 (19)  235 (14) <0.01 
*カイ 2乗検定 
**呼吸器疾患、心疾患、腎疾患、神経疾患、血液疾患、アレルギー、免疫抑制状態など 
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表 3. 過去の合計接種回数別にみた、医療機関受診検査確定インフルエンザに対するインフルエンザ
ワクチンの有効性 
調査シーズン 
接種回数 

US-ACIP基準に
よる接種状況 

(n%)  VE (95%CI) 
症例 対照  Unadjusted  Adjusted 

過過去去のの合合計計接接種種回回数数：：考考慮慮せせずず((NN==22990011))      
 0回 なし 778 (64) 778 (46)  1 1 
 1回 部分または完全 122 (10) 192 (11)  49 (31, 63) 45 (25, 60) 
 2回 完全 320 (26) 711 (42)  56 (47, 64) 53 (42, 62) 
過過去去のの合合計計接接種種回回数数：：00--11回回((NN==11773366))      
 0回 なし 598 (83) 652 (64)  1 1 
 1回 部分 30 (4) 57 (6)  40 (-7, 67) 39 (-11, 66) 
 2回 完全 89 (12) 310 (30)  55 (38, 67) 52 (34, 66) 
過過去去のの合合計計接接種種回回数数：：22回回以以上上((NN==11116655))      
 0回 なし 180 (36) 126 (19)  1 1 
 1回 完全  92 (18) 135 (20)  56 (29, 73) 52 (21, 71) 
 2回 完全 231 (46) 401 (61)  55 (34, 69) 52 (29, 67) 

US-ACIP：米国予防接種諮問委員会, VE：ワクチン有効率, CI：信頼区間. 
層化変数：調査シーズン、登録週、地域（大阪府/福岡県）、最高体温（38.0-38.9/≥39.0℃）、年齢（1
歳階級） 
調整変数：性、発症～受診の日数（0-2/≥3日）、同胞有無、通園有無、過去 1年間の医療機関受診
回数（0-4/5-9/≥10回）、基礎疾患による通院、前シーズンの医師診断インフルエンザ歴 
 
 
 
 
表 4. 過去の合計接種回数別にみた、医療機関受診検査確定インフルエンザに対するインフルエンザ
ワクチンの有効性、年齢層別 
調査シーズン 
接種回数 

US-ACIP基準
による接種状況 

Adjusted VE (95%CI) 
1-2歳  3-5歳 

過過去去のの合合計計接接種種回回数数：：00--11回回 
0回 なし 1 1 
1回 部分 51 (-8, 78) 3 (-146, 62) 
2回 完全 58 (40, 71) 17 (-76, 61) 

過過去去のの合合計計接接種種回回数数：：22回回以以上上 
0回 なし 1 1 
1回 完全 91 (33, 99) 45 (7, 68) 
2回 完全 74 (6, 93) 47 (20, 66) 

US-ACIP：米国予防接種諮問委員会, VE：ワクチン有効率, CI：信頼区間. 
層化変数：調査シーズン、登録週、地域（大阪府/福岡県）、最高体温（38.0-38.9/≥39.0℃）、年齢（1
歳階級） 
調整変数：性、発症～受診の日数（0-2/≥3日）、同胞有無、通園有無、過去 1年間の医療機関受診
回数（0-4/5-9/≥10回）、基礎疾患による通院、前シーズンの医師診断インフルエンザ歴 
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